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１．はじめに  

 多様な施設が設置されている空港では，地盤が液状化した場合，様々な施設が機能しなくなることが懸念さ

れる．特に，地震後において平坦かつ所定の支持力が要求される滑走路では，液状化による地盤変状に伴う不

等沈下等が予測される．地盤が液状化することが事前に予測される場合，地盤改良により液状化対策するケー

スが多いが，液状化対策工法の一つとして密度増大工法があり，通常，施工前後に改良効果確認を目的とした

ボーリング調査が実施される．しかし，平面的に点の調査であるボーリング調査では，改良範囲全体の出来型

の確認が困難であるため，今回，東京国際空港内の誘導路直下地盤の密実化地盤を対象に高密度表面波探査お

よび電気探査を実施し，地盤改良範囲の把握を試みた．  

２．探査条件  

 図-1 に探査測線を示す．誘導路上の探査測線の所々に密度増大工法による液状化対策が施工されており，

同一測線において表面波探査および電気探査を実施した．図-2 に示す様に，既往ボーリング調査は，誘導路

上 25m ピッチで実施されており，事前に比較的詳細な地層断面図が得られている．既往調査結果による層序

の特徴として，上位より埋立層（埋土層，浚渫粘性土層，浚渫砂質土層），有楽町層，七号地層が確認されて

いる．埋立層は，埋土（Bs），浚渫砂質土（As0），浚渫粘性土（Ac1）の 3 層に分けられるが，今回実施した

地盤探査深度が GL-10m 程度までであるため，Bs 層および同層中の地盤改良範囲が主な検討対象である． 

３．探査概要  

 表面波探査方法 1m 間隔で受振器 24 個を測線上に設置し，測線の端から 1m 離れた位置でかけやにより人力

で地表面を打撃した際に伝わる波を測定した．一回打撃が終了すると，測線上に 2ｍ移動し，同様に打撃・測

定を繰返し行い S 波速度の 2 次元分布を調べた．一方，電気探査は，地盤材料の電気的な特性の違いを土質に

置き換え，比抵抗値が高ければ砂～礫，低ければ粘土と判断する手法である．今回，電極と地盤との間でコン

デンサーを形成し，地盤に非接触で電流を流すことで，誘導路上での探査を可能とするキャパシタ電極を原理

とする探査手法 1)を実施した．なお，ここでは探査結果のみ報告し，方法の詳細については割愛する． 

４．探査結果  

 図-2に示す地盤改良範囲との関係に絞り，探査結

果について述べる．最上部に示す表面波探査結果を

見ると，改良範囲の全てが S 波速度の速い区間とし

て得られたわけではないが，Vsが 300m/s 以上を示す

箇所は，地盤改良の設計深度上端よりやや浅く出て

いるものの，概ね地盤改良範囲と概ね一致している．

また，S 波速度の速い領域として確認できた改良体

では，当然，改良体上端が約 10m より浅いこと，ま

た，図-3の改良効果確認調査および今回の探査結果

例を示すが，改良による N 値の増加が平均で概ね 20

以上であることの 2 つの要因が挙げられる．一方，  
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図-1 探査平面図 
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図-2 探査結果および液状化危険度評価 

 

電気探査結果では，距離程 0～220m 付近の区間において，全体的

に低比抵抗となっているが，距離程 220m 以降では，低比抵抗と

考えられる改良範囲の多くが低比抵抗域と一致する．  

５．液状化危険度評価  

得られたS波速度および比抵抗分布を基に，液状化危険度評価を

実施した．評価にあたりS波速度の拘束圧依存性を考慮し，式(1)

により基準化S波速度2) を求め，図-4に示す基準化S波速度と比抵

抗値の関係にまとめた． 

  25.0
1 'vass PVV            (1) 

ここに，Paは基準拘束圧(98kPa)，v’は有効土被り圧を示す．図-4

では，非液状化層との関係を考慮し Vs1＝250m/s，一方，非抵抗値

は 20Ωm を非液状化との閾値として設定し，液状化の可能性あり

～液状化の可能性無しまでの 4 つの評価区分を設定した．なお，

本評価法は地震外力を考慮しないため，所謂，液状化抵抗に相当

する評価を与えるものと考えられる．この結果を再び二次元断面

で表示した図が図-2下部に評価結果として示されている．地盤改

良範囲の上部が評価対象深度に出現している①，④，⑤，⑥およ

び⑦について，液状化の可能性が小さく，距離程前半部分では，

比較的液状化しやすい評価を与えることが確認できる． 

６．まとめ  

所々，地盤改良された探査測線上で表面波探査および電気探査を実施し，既往の調査結果を含め総合的に判

断することで，限定的ではあるが地盤改良範囲をある程度捉え，本手法の有効性を示すことが出来た． 
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図-3 地盤改良効果確認調査結果例 
（距離程 306.5m，改良体⑦）
 

1

10

100

1000

0 100 200 300 400 500

基準化S波速度(m/s)

比
抵

抗
（

Ω
ｍ

）

液状化なし
液状化

可能性あり

砂質土
液状化可能性小

砂質土
液状化
可能性大

 
図-4 Vs1と比抵抗値の関係 
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